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０７．５６  

 

小規模企業等を対象とした手数料等の軽減

について（特施令１０条４号）（特） 

 

 

１．軽減の要件と内容  

軽減に係る申請書を提出する日において、次の（１）又は（２）に該当する

者は、自己の特許出願についての出願審査の請求の手数料及び自己の特許権に

係る第１年分から第１０年分までの特許料が、１／３に軽減される（特１０９

条の２第１項、１９５条の２の２、特施令１０条４号、１２条４項、手数料令

１条の４第４項）。  

なお、軽減に係る申請書は、出願審査請求書 注 １又は特許料納付書の提出と

同時に提出しなければならない（特施規７２条２項、７３条２項）。  

（１）常時使用する従業員の数が２０人（商業又はサービス業に属する事業を

主たる事業として営む者にあっては５人）以下の個人事業主  

（２）常時使用する従業員の数が２０人（商業又はサービス業に属する事業を

主たる事業として営む者にあっては５人）以下であり、かつ、他の中小事

業者注２以外の法人による特定支配関係がない 注３法人  

２．申請書に添付する証明書 注 4 

特許庁長官が必要がないと認めるときは、申請書に証明書を添付することを

省略させることができる（特施規７４条の２柱書）。  

実務上、軽減の要件を満たす対象者が、特許法施行規則第７２条又は第７３

条の規定に従って適式に軽減に係る申請を行った場合は、証明書の添付の必要

がないと認め、これを省略させることができるものとして取り扱う。  

証明書を添付する場合においては以下のとおりとする。  

軽減に係る申請書に添付する証明書は、申請人が（１）又は（２）の別によ

り、「表」の右欄に掲げるものである（特施令１１条２項、手数料令１条の３

第２項、特施規７４条の２第１６号及び１７号）。  
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「表」  

要件  証明書  

（１）常時使用す

る従業員の数が２

０人以下の個人事

業主  

・常時使用する従業員の数を証する書面  

（２）常時使用す

る従業員の数が２

０人以下であり、

かつ、他の中小事

業者注２以外の法人

による特定支配関

係がない 注３  

会社（株式会社、特

例有限会社、合同会

社、合名会社、合資

会社）  

・常時使用する従業員の数を

証する書面  

・法人税確定申告書別表第２

の写し又は株主名簿若しくは

出 資 者 の 名 簿 （ ＊ １ ） （ ＊

２）  

協同組合（出資を有

する場合）  

・常時使用する従業員の数を

証する書面  

・法人税確定申告書別表第２

の写し又は出資者の名簿（＊

１）（＊２）  

資本金又は出資を有

しない法人（一般財

団法人、一般社団法

人等）  

・常時使用する従業員の数を

証する書面  

（＊１）法人税確定申告書については、軽減に係る申請書を提出する日に取得で

きる最新のものとする。  

（＊２）特定支配関係を持つている法人がある場合でも、当該法人が中小事業者
注２である場合には、中小事業者 注２に該当することを証する書面。  

 

（改訂令和４・１０）  

 

 
注 １  手続補正書の提出により請求項の数を増加する補正をする場合にあっては当該手続

補正書、誤訳訂正書の提出により請求項の数を増加する補正をする場合にあっては当

該誤訳訂正書（特施規１１条４項、１１条の２第２項、２７条４項）。  
注 ２  中小事業者とは、申請書を提出する日において特許法施行令第１０条第１号のいず

れかに該当する者をいう（→０７．５３「１．（２）」）。  
注 ３  「特定支配関係がない」とは、ａ .及びｂ .に該当していることを指す（手数料令１

条の２第２号ハ、特施令９条２号ハ、特施規７１条３項）。  

ａ．申請人以外の単独の法人が株式総数又は出資総額の１／２以上の株式又は出資

金を有していないこと。  

ｂ．申請人以外の複数の法人が株式総数又は出資総額の２／３以上の株式又は出資

金を有していないこと。  
注 4 同時に二以上の減免申請書の提出をする場合において提出すべき証明書の内容が同

一であり他の減免申請書に証明書の添付をするとき、又は既に他の減免申請書に証明

書を添付して提出した場合において証明書に記載した事項に変更がないときは、当該

減免申請書にその旨を記載して、当該証明書の添付を省略することができる（特施規

１０条１項、２項）。  


